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要旨：鉄筋コンクリート内部から通信が可能なワイヤレスセンサの開発を目的に，その通信手段である低周

波電磁波の基本的特性について検討した。その結果，送受信アンテナの位置関係が受信電圧に影響を与える

こと，帯鉄筋および送信コイルに近接する鉄筋により受信電圧が低下することを明らかにした。また，厚さ

30cm，鉄筋比 1.5%程度の鉄筋コンクリート供試体に送信コイルを埋設し，通信試験を行った結果，気中も含

め最大 30～40m のワイヤレス通信が可能であることを確認した。さらに，重力式コンクリートダムにおける

現場通信実験の結果，鉄筋コンクリート中において約 20m のワイヤレス通信が可能なことを実証した。
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1. はじめに

コンクリート構造物の挙動に関する時系列データの

収集・モニタリングは，定量的な劣化予測手法を開発す

るための基礎データを蓄積する技術として重要である。

また，施設の性能を直接的かつ継続的に監視することを

目 指 し た ヘ ル ス モ ニ タ リ ン グ （ Structural Health

Monitoring，以下“SHM”）を実現するためにも必要な技

術である。SHM とは，施設の要求性能に直結する応力や

腐食などの性能項目を継続的にモニタリングし，施設の

性能低下に応じた適切な補修・補強対策を行う手法であ

り，SHM の実現のためには，小型で安価かつ設置性の優

れたセンサの開発が必要となる。そこで，本研究では，

筆者らがフィルダムでの間隙水圧を測定するために開発

した低周波電磁波を用いた地中通信を鉄筋コンクリート

内部からのワイヤレス通信に適用することを検討する。

ワイヤレスセンサはケーブルが不要であり，センサの小

型化，設置性の向上が期待される。

土木用のワイヤレスセンサとしては，地盤や盛土内に

設置する間隙水圧計，土圧計などが実用化されている 1)

～3)。しかし，鉄筋コンクリート内からの通信特性につい

ては未解明な点が多い。一方，センサ付き無線 IC タグ

（RFID）を利用した埋め込み型ワイヤレスセンサの研究

も精力的に行われており，鉄筋計などが実用化されてい

る 4),5)。パッシブ型の RFID は電源が不要であるという点

では有利であるが，コンクリート中への埋設深が最大で

も数 10cm 程度であること，コンクリート中に自由水が

多い打設初期には読み取りが不可能となる場合があるな

どの欠点も存在する。

本研究では，鉄筋コンクリート内部 10m 程度から通信

可能なコンクリートワイヤレスセンサの開発を目的に，

その通信手段である低周波電磁波の特性を検討する。

2. 低周波電磁波を用いた無線通信の概要

低周波電磁波を用いた無線通信の概要を図-1 に示す。

また，参考としてフィルダムへの埋設を目的に開発さ

れたワイヤレス間隙水圧計の構造と外形を図-2 に示す。

低周波電磁波はラジオ放送等に使用される電磁波と比

較すると距離減衰は大きいが媒質の透磁率と導電率の

影響を受け難い。すなわち，地中などにおいても近距

離では無線通信が可能である特徴を有する。低周波電

磁波を用いた無線通信では，図-1 に示すように，低周

波電磁波（8.5kHz）を用いて送信コイルと受信コイルの

間で双方向データ通信を行う。送信コイルから発信さ

れた電磁波により受信コイルに誘電電圧が発生する。

その電圧値をデジタル信号に変換し通信を行う。実際

の無線通信では受信コイルの位置における環境ノイズ

が問題となる。データ送受信が可能なためには受信位

置における受信信号対ノイズ比（S/N 比）が 2 以上であ

ることが必要である。

通信軸

送受信コイルを内蔵

（１）送受信装置 （２）ワイヤレスセンサ

x
通信距離

低周波電磁波

環境ノイズ N

信号 S

/ 2S N 
通信可能

図-1 低周波電磁波を用いた無線通信
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図-2 ワイヤレス間隙水圧計の構造と外形

3. 無線通信への影響要因

透磁率および導電率が均一である物質中における低

周波電磁波の強さは，1）距離の 3 乗に反比例し，2）

地盤の透磁率と導電率に影響を受け減衰する 3)。コンク

リートの比透磁率は地盤とほぼ等しく 1，鉄筋の比透磁

率は，解析では地盤よりはるかに大きな 200～2,000 程

度と報告されている 6)。また，導電率については地盤で

は 10-1～10-3[S/m]程度 6),7)，鉄筋では 105～107[S/m]程度
6),7)を設定する場合が多い。また，コンクリートでは室

内実験より 10-2[S/m]程度 8)の値が得られている。以上か

ら，コンクリートの透磁率および導電率は地盤とほぼ

等しいため，その減衰特性も地盤と同程度と推定され

る。一方，鉄筋は透磁率が極めて大きいため，送信コ

イルから流れ出す磁力線は鉄筋の長手方向に誘導され，

磁力線の流れを乱す働きがあると推察される。このた

め，鉄筋コンクリート中では地盤内とは異なった低周

波電磁波の減衰が発生する可能性がある。そこで，鉄

筋コンクリート中における低周波電磁波の減衰の要因

として次の 3 つの要因を仮定し，それぞれの要因が低

周波電磁波に与える影響を実験により検討した。

1）通信距離

2）コイルの位置関係

3）媒質の違い（空気，鉄筋，コンクリート）

3.1 コイルの位置関係による影響

影響要因としてコイルの位置関係を設定した理由は

図-3 に示すように送受信コイルの配置によって受信コ

イルを通過する磁束密度が変化すると考えたためであ

る。受信コイルを通過する磁束密度が大きいほど受信

電圧も高くなるため，図-3 の（a）軸方向のような配置

で受信コイルの向きを変えると，と受信コイルを通過

する磁束密度が変化し受信電圧は変化する。一方，（b）

平行の位置関係では受信コイルの向きを変えても磁束

密度は変化せず受信電圧は変化しない。

3.2 鉄筋の影響

鉄筋が低周波電磁波の減衰に及ぼす影響要因として

図-4 に示す熱エネルギー損失と誘導電磁界の 2 つを仮

定した。鉄筋が送信コイルに近接する場合は低周波電

磁波によって鉄筋に渦電流が発生し，熱エネルギー損

失により低周波電磁波が減衰すると考えた。帯鉄筋な

どが存在する場合は，図-4 に示すような帯鉄筋がコイ

ルの働きをして，送信コイルと逆の磁界を電磁誘導し

電磁波を減衰させると考えた。

（a）軸方向 （ｂ）平行

磁力線
磁力線

図-3 送受信コイルの配置と磁力線

送信コイル

1）熱エネルギー損失：鉄筋
に渦電流が発生し，熱エネ
ルギーとして損失

2）誘導電磁界：鉄筋がコ
イルの働きをして送信コ
イルと逆向きの磁界を発
生させる

低周波電磁波

逆向きの
誘導電磁界

帯鉄筋など

渦電流

図-4 鉄筋による減衰効果

4. 実験シリーズ

1）屋外実験によりコイルの位置関係および鉄筋の減

衰効果に関する基本的な特性を調べる。2）コンクリー

トの材齢変化等の影響を確認する。3）実構造物での通

信可能性を検証する。以上 1）～3）を目的として，次

の 3 シリーズの屋外実験を実施した。

（１）屋外基礎実験

①空中における距離減衰実験

②コイル配置が減衰に及ぼす影響確認実験

③鉄筋が減衰に及ぼす影響確認実験

（２）屋外埋設実験

（３）コンクリートダムにおける現場通信実験

5. 屋外基礎実験

5.1 実験概要

屋外基礎実験の概要を図-5 に示す。実験では送信コ

イルから低周波電磁波を発信し，受信装置（受信コイ

ル）に電磁誘導により発生する電圧（受信電圧）を測

定した。実験は，2009 年 12 月に農村工学研究所の地盤

材料実験フィールドで実施した。フィールドにおける

環境ノイズは概ね 1mV 以下であった。
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送信コイルとアンプ

遮蔽物＝鉄筋通信距離

受信機

送信コイル

電圧計

図-5 屋外基礎実験の概要

5.2 使用機材等

実験では大小 2 種類の送信コイルを用いた。外形お

よび諸元を図-6 に示す。受信機には 8.5kz の低周波電磁

波に対応した地中無線通信ポータブル受信器に電圧計

を接続し使用した。送信コイルに対する遮蔽物として

は丸鋼あるいは鉄輪を使用した。

種類
コイル
(mm)

容器
(mm)

出力
(W)

周波数

大(L) φ39×105 φ48×120 1.8

小(S) φ50×50 φ60×60 1.0
8.5kHz

大（L) 小（S)

図-6 送信コイルの諸元

5.3 通信距離および通信角度変化の影響

実験の概要を図-7 に示す。送受信コイルを地面と平

行に配置した（a）軸方向ケースおよび鉛直に配置した

（b）平行ケースの 2 ケースに対して，通信距離 x を 5，

8，10，20，30，50m と変化させ受信電圧を測定した。

測定は，2 往復，計 4 回実施した。両対数で整理したコ

イル大の通信距離と受信電圧の関係を図-8 に示す。グ

ラフの点は，軸方向は 4 回の，平行は 2 回の測定の平

均値である。対数変換した受信電圧と通信距離の間に

は直線関係が認められる。また，平行ケースの受信電

圧は軸方向ケースの約 1/2 に低下した。

通信角度変化実験では，通信距離を 10m に固定し，

通信角度θを 0，15，30，60，90°と変化させ受信電圧

を求めた。コイルの配置は軸方向，平行の 2 ケースで

ある。実験結果を図-9 に示す。グラフの値は 2 回の測

定の平均値である。軸方向ケースでは通信角度が減少

すると（2 つコイルは直交の位置関係に近づく）受信電

圧は低下した。図には受信電圧を通信角度の 2 次関数

による近似線を書き入れた（決定係数はすべて 0.98 以

上）。一方，平行ケースでは，通信角度を変化させて

も受信電圧は変化せずほぼ一定の値を示した。

（１）送信コイル

（２）受信コイル

x
通信距離

（a）軸方向ケース （b）平行ケース

１）通信角度変化試験

２）通信距離変化試験

θ
通信角度

通信軸

図-7 通信距離変化および通信角度変化実験の概要
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図-8 通信距離と受信電圧の関係
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図-9 通信角度と受信電圧の関係

5.4 帯鉄筋の影響

帯鉄筋の影響実験の概要を図-10 に示す。帯鉄筋を模

擬するために，幅 20mm，厚さ 6mm，質量 980g の鉄板

を曲げ加工し外径 320mm の鉄輪を 5 本作成した。5 本

の鉄輪を等間隔に木製台座の上に固定し（図-10），鉄

輪の中心に送信コイルを設置した。送信受信コイルの

位置関係は図-10 に示すように送信コイルの送信軸を

帯鉄筋軸と直交させた（a）帯鉄筋直交配置，送信軸を

帯鉄筋軸方向に配置した（b）帯鉄筋軸方向配置の 2 通

りとした。通信距離 10m および鉄輪 5 本に固定し，帯

鉄筋間隔を 10，20，30，50cm に拡げ，帯鉄筋間隔と受

（a）軸方向ケース （b）平行ケース

20.026 0.90 290y     

20.0098 0.32 110y     
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信電圧の関係を調べた。実験結果を図-11 に示す。測定

は 1 回である。帯鉄筋直交方向配置では帯鉄筋間隔を

拡げても受信電圧に大きな変化は生じなかった。一方，

帯鉄筋軸方向配置では，帯鉄筋間隔を狭くすると受信

電圧は低下する傾向を示した。また，受信電圧の値は

帯鉄筋直交方向配置の 1/2 以下に低下した。

x:通信距離 x(=10m)

受信コイル

送信コイル

（a）帯鉄筋直交方向配置

図-10 帯鉄筋の影響
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図-11 コイルの配置および帯

5.5 近接鉄筋の影響

鉄筋近接による影響実験の

距離を 10m と固定し，送信コ

での距離 L[cm]を実験水準とし

信電圧との関係を求めた。送

係を図-12 に示す（a）正面，

ケースを設定した。他の実験

φ13，φ25），鉄筋本数（1，

にはアクリル板をスペーサと

は絶縁体であり導電率が極め

求めると 10-13[S/m]未満 9））た

る影響は小さい。

3つの鉄筋配置ケースのすべてにおいてLが小さくな

ると受信電圧も低下する傾向を示した。さらに，L が 1

～3cm 以下の領域では，受信電圧が急激に低下した。

鉄筋配置が受信電圧の低下に及ぼす影響は，直交＜正

面＜側面配置の順に大きかった。最も影響が大きかっ

た側面配置ケースの実験結果を図-13 に示す。L が 3cm

以下になると急激に受信電圧が低下することが分かる。

通信距離10m

送信コイル受信コイル

鉄筋

通信軸

近接距離 L

L

１）試験概要

２）鉄筋配置

L L
d:帯鉄筋間隔

x(=10m)

（b）帯鉄筋軸方向配置

確認実験の概要

30 40 50 60

鉄筋直交配置
鉄筋軸方向配置

筋間隔 cm

鉄筋間隔と受信電圧の関係

概要を図-12 に示す。通信

イル表面から鉄筋表面ま

，L を変化させ，L と受

信コイルと鉄筋の位置関

（b）側面，（c）直交の 3

水準として鉄筋径（丸鋼：

2 本）とした。L の調整

して使用した。アクリル

て小さい（理科年表から

め，電磁波の減衰に与え

送信コイル

L

100mm

120mmL

L鉄筋

（b）側面（a）正面 （c）直交

３）詳細配置（側面ケースを例に）

図-12 近接鉄筋の影響確認実験の概要
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鉄筋－送信コイル間距離 L cm

図-13 L と受信電圧の関係（（b）側面ケース

5.6 考察

通信角度変化実験結果（図-9）から受信コイ

生する受信電圧は，送受信コイルの通信軸が一

とき（0°）に最大，軸が直交するとき（90°）

となった。これは，図-3 に示したように受信コ

通過する磁束密度が高いほど受信電圧が大きく

めと考えられる。よって，受信コイルを通過す

密度が最大となるコイルの配置が最も通信効率

なる。図-11 の帯鉄筋実験の結果から，送信コイ

信軸を帯鉄筋軸方向と直交させた配置では，帯

帯鉄筋軸

鉄筋本数

-1462-
）

ルに発

致する

に最小

イルを

なるた

る磁束

が高く

ルの通

鉄筋に

鉄筋径



よる受信電圧の低下は認められなかったが，送信コイ

ルの通信軸を帯鉄筋軸方向と一致させた配置では，帯

鉄筋が存在しない場合の約 1/2 に受信電圧は低下した。

この結果は，帯鉄筋に低周波電磁界と逆向きの誘導電

磁界が発生し，送信を阻害するという仮説を支持する。

送信コイル周辺に帯鉄筋に代表されるループ状の鉄筋

配置が存在する場合は送信コイルの通信軸方向の選択

に注意が必要である。図-13 の近接鉄筋の影響実験結果

からは鉄筋の近接により受信強度の低下が確認された。

これは鉄筋表面の渦電流の発生が原因と推測される。

センサの配置にあたっては鉄筋表面からセンサを少な

くとも 3cm 以上離すことが必要である。

6.屋外埋設実験

6.1 実験概要

コンクリートおよび鉄筋が低周波電磁波の減衰に与

える影響を調べるために，送信コイルの埋設実験を行

った。実験概要を図-14 に示す。実験では，φ58cm，

H70cm の樽型容器（200L）の中心に送信コイルを設置

し，鉄筋を立て込み，その後にコンクリートを打設し

た。水平通信距離を 5，10，20，30，50m と変化させ受

信電圧を測定した。環境ノイズは概ね 1mV 以下であっ

た。コンクリートは，普通ポルトランドセメント，呼

び強度 21，スランプ 12cm，最大骨材寸法 20mm の生コ

ンを使用した。鉄筋には丸鋼を使用し，φ25 の主筋を

直径 260mm の円周上に 8 本，φ13 の帯鉄筋を 100mm

ピッチで 6 段配置した。鉄筋比は約 1.5%である。

6.2 実験結果および考察

実験結果を図-15 に示す。帯鉄筋軸と直交させ送信コ

イルを設置した CASE1 では，気中（鉄筋設置前），鉄

筋（鉄筋設置後），鉄筋＋コンクリート（コンクリー

ト打設 1.5 時間後）の状態で電圧を測定した。CASE1

の気中における受信電圧を 100%とすると，受信電圧は，

鉄筋設置後に 75%，コンクリート打設後に 65%に減衰

した。CASE2 は帯鉄筋軸方向に送信コイルを設置した

ケースである。コンクリート打設後の受信電圧は

CASE1 の気中における受信電圧の 35%に低下した。こ

れは帯鉄筋の誘導電磁界の影響と推測される。図には

示していないが，CASE1 の打設 1.5 時間後と材齢 28 日

の受信電圧はほぼ一致した。材齢が低周波電磁波の減

衰に与える影響は小さいと推察される。図-15 のグラフ

の点線で囲った領域は環境ノイズが 1mV と仮定したと

き，S/N 比が 2 未満となる領域である。S/N 比が 2 以上

となる最大通信距離を求めると，CASE1 が 45m，CASE2

が 30m であった。すなわち，周辺ノイズを 1mV と仮定

すれば，厚さ 30cm，鉄筋比 1.5%程度の鉄筋コンクリー

ト内から最大 30～40m の通信が可能と推察される。

CASE１：軸方向

CASE2：平行

a)センサ設置時 b)鉄筋立て
込み時

c)コンクリート
打設時

d)材齢28日

通信距離

３）試験手順（測定時期）

１）測定状況 ２）試験ケース

図-14 埋設実験の概要
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図-15 埋設実験の概要

7.コンクリートダムにおける現場通信実験

7.1 実験概要

鉄筋コンクリート内部からのワイヤレス通信の通信

可能性を実証するために，栃木県内 S 重力式コンクリ

ートダム（堤高 28.4m，堤頂長 105.0m）で現場通信実

験を行った。実験概要を図-16 に示す。実験では，監査

廊に送信コイルを，ダム天端に受信コイルを設置し，

鉛直通信距離と受信電圧の関係を求めた。送信コイル

は図-6 の大を使用した。計測区間は水平 38m とし，2m

ごとに図-16 に示す計 20 箇所の測定（M0～M19）を設

定し，受信電圧を測定した。鉄筋コンクリートの厚さ

は 10.5m（M0），最深部の M13～M19 で 24.0m である。

監査廊傾斜部では，1 回の測定毎に鉛直通信距離が約

1m 増加するように測点を設けた。ダムには 16m 間隔で

横継目（J2～J5）が設置されている。
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図-16 現場通信実験の概要

7.2 実験結果および考察

横継目における受信電圧の測定値を図-17 の上のグ

ラフに示す。横継目では近傍の測点の受信電圧の 10 倍

以上の電圧が測定された。継目には連続した空気層が

存在するため低周波電磁波の減衰が抑制されたことが

原因と考えられる。図-17 の下のグラフに測点と受信電

圧の関係を示す。M12 測点（通信距離 22m）までは周

辺ノイズ（1mV と推定）の 2 倍以上の受信電圧が得ら

れており，通信が可能である。現在の仕様の送信コイ

ルを用いることにより少なくとも鉄筋コンクリート中

10～20ｍ程度のワイヤレス通信が可能と考えられる。
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図-17 計測点

8．まとめ

本実験の範囲内で以下の知

(1) 送受信コイルの配置

磁束密度が変化するた

信コイルの通信軸が一致する配置で受信電圧は最

大となる。

(2) 帯鉄筋により低周波電磁波は減衰する。これは送信

コイルと帯鉄筋の軸方向を一致させた配置では帯

鉄筋に送信コイルと逆向きの誘導電磁界が発生す

るため電磁波の減衰が発生すると推察される。

(3) 送信コイルと鉄筋が近接する場合，受信電圧は低下

する。これは，鉄筋に渦電流が発生し，鉄筋の中で

熱エネルギーとして損失されるためと推察される。

ただし，送信コイル表面と鉄筋表面間の距離 L が

3cm 以上離れていれば受信電圧の低下は小さい。

(4) 厚さ 30cm，鉄筋比 1.5%程度の鉄筋コンクリート内

に送信コイルを埋設し，距離減衰実験を行った。そ

の結果，周辺ノイズを 1mV と仮定した場合，最大

30～40m の通信が可能であった。

(5) 重力式コンクリートダムで通信実験を行った。その

結果，約 20m のワイヤレス通信が可能なことが確認

された。

なお，本研究は，農林水産技術会議「新たな農林水産

政策を推進する実用技術開発研究」の一部として行われ

たことを付記する。
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